
(証券コード 3045)
2021年11月９日

株 主 各 位
大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

代表取締役社長 川 崎 久 典
　

第50回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第50回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま

す。

なお、本株主総会にご出席される株主様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の

体調をお確かめのうえ、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、ご来場賜りますよ

うお願い申し上げます。特に、ご高齢の方、持病をお持ちの方、妊娠されている方は、ご

出席について十分にご検討をお願い申し上げます。当日ご出席されない場合は、書面によ

って議決権を行使することができますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご

検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、

2021年11月24日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上

げます。

敬 具

記
　

1. 日 時 2021年11月25日（木曜日）午前10時 （受付開始：午前９時30分）

2. 場 所 大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

当社 ６階ホール（カワサキプラザ）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第50期（2020年９月１日から2021年８月31日まで）事業報告及び

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 監査等委員以外の取締役２名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申し上げます。

◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正をすべき事情

が 生 じ た 場 合 に は、 書 面 に よ る 郵 送 又 は イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（https://www.kawasaki-corp.co.jp）に掲載することにより、お知らせいたします。
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(添付書類)

事 業 報 告

（2020年９月１日から
2021年８月31日まで）

　
Ⅰ. 会社の現況に関する事項
1. 事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大に対する各種施

策の効果により、持ち直しの動きが見られるものの、感染症拡大に関しては、未だに

収束が見通せない厳しい状況が続いております。

このような状況下、当社の服飾事業におきましては、新型コロナウイルス感染症拡

大による外出自粛や新しい生活様式がもたらす消費行動の変化によって、実店舗での

業績は厳しい状況で推移しましたが、通信販売やテレビショッピングにおいては、引

き続き拡大傾向となりました。また、賃貸・倉庫事業におきましては、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響は軽微で堅調に推移することとなりました。

その結果、当事業年度の業績は、売上高1,500,645千円（前年同期比0.2％の減少）、

営業利益312,830千円（前年同期比11.2％の増加）、経常利益356,954千円（前年同期比

26.4％の増加）、当期純利益475,504千円（前年同期比152.0％の増加）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（服飾事業）

当事業部門におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大による消費の落ち込み

により、業績への影響は受けておりますが、販売体制の見直し、コストダウンの推進、

販売品目の整理等で収益体質の改善が引き続き進んでおります。

その結果、売上高は531,476千円、営業損失は14,371千円となりました。

（賃貸・倉庫事業）

当事業部門におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は軽微で業

績は安定して推移しました。その結果、売上高は969,169千円、営業利益は327,201千

円となりました。

2. 設備投資の状況
当事業年度中において実施した設備投資の総額は16,274千円であります。
当事業年度中に取得した主要な固定資産
（賃貸・倉庫事業資産）

ホテルドア自動管理装置 4,257千円
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3. 資金調達の状況
設備投資に必要な資金は、短期及び長期借入金により調達しております。

4. 対処すべき課題
当社の服飾事業につきましては、シニア層の女性に、当社レイクアルスターの

ブランドイメージは浸透しておりますが、引き続きブランド力強化のため、①新
製品の開発、②販売チャネルの拡大等の施策の推進に努めます。また、賃貸・倉
庫事業につきましては、賃貸物件の新たな取得を行い、更に安定的な収益基盤の
強化に努めて参ります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申
し上げます。

5. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

　
6. 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。
　
7. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　 当社は2020年12月１日付で当社を存続会社、当社の完全子会社であるオーアン
ドケイ株式会社を消滅会社とする吸収合併を行っております。

　
8. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
　
9. 財産及び損益の状況の推移

区 分
第47期

2017 年 ９ 月 １ 日 か ら
2018 年 ８ 月 31 日 ま で

第48期
2018 年 ９ 月 １ 日 か ら
2019 年 ８ 月 31 日 ま で

第49期
2019 年 ９ 月 １ 日 か ら
2020 年 ８ 月 31 日 ま で

第50期（当期）
2020 年 ９ 月 １ 日 か ら
2021 年 ８ 月 31 日 ま で

売 上 高 (千円) 1,852,071 1,812,694 1,503,751 1,500,645

経 常 利 益 (千円) 206,898 343,769 282,492 356,954

当期純利益 (千円) 137,801 229,688 188,716 475,504

１株当たり当期純利益 （円） 64.13 106.89 87.82 221.29

総 資 産 (千円) 6,802,173 6,496,965 6,186,257 5,696,006

純 資 産 (千円) 3,851,204 4,026,955 4,161,952 4,583,641

１株当たり純資産額（円） 1,792.25 1,874.04 1,936.87 2,133.18

（注）1.当社は2018年３月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
第47期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」、「１株当
たり純資産額」を算定しております。

2.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）
等を第48期から適用しており、第47期の総資産の金額については、当該会計基準等を遡って
適用した後の数値となっております。

― 3 ―

2021年10月25日 15時22分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



10. 主要な事業内容
（1）タオル、身の回り品の製造、売買及び輸出入業
（2）不動産の賃貸業
（3）営業倉庫業
（4）太陽光発電事業

11. 主要な支店
本社・新浜ＰＤセンター 大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

大阪支店 大阪市中央区船場中央１丁目４番３－Ｂ108号

東京支店 東京都品川区西五反田７丁目22番17号
　
12. 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高 (千円)

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 232,390

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 134,450

13. 従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減

27名 8名減
　

(注)従業員数には臨時雇用者数（期中平均雇用人数13名）は含まれておりません。
　
14. 重要な親会社及び子会社

該当事項はありません。
　

　
15. その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅱ. 会社の状況に関する事項（2021年８月31日現在）
1. 会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 11,400,000株

(2) 発行済株式の総数 2,148,740株（自己株式752,260株を除く）

(3) 株主数 2,136名

(4) 大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 Ｋ Ｗ Ｓ 861千株 40.08％

川 崎 貴 美 子 182千株 8.47％

光 通 信 株 式 会 社 157千株 7.31％

川 崎 久 典 139千株 6.47％

株 式 会 社 池 田 泉 州 銀 行 50千株 2.33％

株式会社商工組合中央金庫 50千株 2.33％

川 崎 悟 48千株 2.25％

岩 切 雅 代 35千株 1.65％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 26千株 1.24％

櫟 智 士 16千株 0.76％

（注）当社は、自己株式752千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

2. 新株予約権等に関する事項
　 該当事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 川 崎 久 典

取 締 役 檪 智 士 営業統括

取締役（監査等委員) 明 松 優
公認会計士明松優事務所 代表
日新インダストリー㈱ 監査役
㈱Ｃｏｍｉｎｉｘ 監査役

取締役（監査等委員) 逵 俊一郎 逵登記測量事務所 代表

取締役（監査等委員) 小 西 勝 エアーズ社会保険労務士法人 代表

（注）1.取締役（監査等委員）明松 優氏、逵 俊一郎氏及び小西 勝氏は、会社法第２条第15号に定め
　 る社外取締役であります。
　 2.取締役（監査等委員）明松 優氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する
　 相当程度の知見を有するものであります。
　 なお、当社は明松 優氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所
　 に届け出ております。
　 3.監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な
　 監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員
　 を選定しておりません。
　 4.社外取締役の重要な兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。
　 5.当事業年度中に辞任した取締役

氏 名 辞任日 辞任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

川 崎 治 2021年６月30日
代表取締役社長

株式会社ＫＷＳ代表取締役社長

　 6.当事業年度中の取締役の地位及び担当は次のとおり。
　 取締役であります川崎久典氏は2021年6月30日付で、当社代表取締役に就任いたしました。

(2) 取締役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
( 監 査 等 委 員 を 除 く )

3名 56,410千円

取締役（監査等委員 )
( う ち 社 外 取 締 役 )

3名
（ 3名)

5,200千円
( 5,200千円)

合 計 6名 61,610千円

（注）1.取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。
　 2.上記の取締役の支給人数には2021年６月30日をもって退任した取締役１名を含んでおります。
　 3.取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額の総額は年額80,000千円以内であり、
　 2015年11月26日開催の第44回定時株主総会において決議しております。当該定時株主総会終結
　 時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は２名です。

4.監査等委員である取締役の報酬限度額の総額は年額10,000千円以内であり、2015年11月26日開
　 催の第44回定時株主総会において決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員
　 である取締役の員数は３名です。
　 5.上記の支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額4,900千円（取締役（監
　 査等委員を除く)3,900千円、取締役（監査等委員）1,000千円）が含まれております。
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　 6.上記支給額のほか、2021年６月15日開催の臨時株主総会決議に基づき、2021年６月30日をもっ
　 て退任した監査等委員以外の取締役１名に対して、役員退職慰労金として、297,999千円を支
　 給しております。なお、この金額には当期費用計上した功労加算金99,333千円が含まれており
　 ます。
　 7.当社では取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬を支給しております。賞与ならびに業績連
　 動指標に基づいてのみ算出される業績連動報酬は現時点ではありません。

(3)役員報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する事項
①取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針について

個々の取締役の報酬等の決定については、各職責を踏まえた適正な水準とする
ことを基本方針とし、2021年２月８日の取締役会において決定方針を決議いたし
ました。

②決定方針の概要
　 当社の報酬の構成は、月例の固定金銭報酬のみとし、役位、職責、当社の業

績、他社水準も踏まえて、総合的に勘案して決定しております。
　 個人別の取締役の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長

川崎久典氏にその具体的内容の決定を委任するものとし、代表取締役社長は、当
社の業績や従業員給与の水準等も踏まえ、株主総会で決議した報酬等の総額の
範囲内において、各取締役の職務の内容、職位、職責、実績、業績に対する貢献
度を考慮しながら、総合的に勘案して決定しております。権限を委任した理由
は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代表取締
役が最も適しているからであります。

　 なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会にて審議
を経て承認されており、当該方針に沿うものであると取締役会が判断しておりま
す。

(4) 社外役員に関する事項
①当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役
(監査等委員)

明松 優

当事業年度開催の取締役会13回のうち13回出席、監査等委
員会12回のうち12回出席し、主に公認会計士としての専門
的見地から、監査役等委員会の場において、当社監査基準
の改定についての発言を行っております。

社外取締役
(監査等委員)

逵 俊一郎

当事業年度開催の取締役会13回のうち13回出席、監査等委
員会12回のうち12回出席し、必要に応じ、主に司法書士と
しての専門的見地から、当社のコンプライアンス体制の構
築・維持についての発言を行っております。

社外取締役
(監査等委員)

小西 勝
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回出席、監査等委
員会12回のうち12回出席し、社会保険労務士としての専門
的見地から必要な意見の表明を行っております。

　
　 ②責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役３名は、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づ
き、同法第423条第１項の損害賠償責任を、その職務を行うにつき善意であり
かつ重大な過失がなかったときは、同法第425条に定める最低責任限度額に限
定する旨の契約を締結しております。
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4. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

仰星監査法人
　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当社が支払うべき報酬等の額 12,800千円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記報酬
等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に
関する実務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監査
時間・配員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積りの相当性などを確認し、
検討した結果、会計監査人の報酬等の額につき会社法第399条第１項の同意を行って
おります。

　
(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。
　

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計
監査人を解任することができます。
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Ⅲ. 会社の体制及び方針
1．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

当社は、取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について、下記の

とおり決議しております。

（1）当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

①取締役は、業務の適法性、財務諸表の信頼性、コンプライアンスの確保等を達

成するため、法令及び定款を遵守するとともに「取締役会規程」、「監査等委員

会規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等の関連規程のもとに、その役割

及び責任を明確にする。取締役及び使用人は、全社、各部門の単位で、これら

の関連規程に服することを徹底する。

②取締役及び使用人が、法令、定款又は関連規程の違反行為を発見した場合は、

直ちに監査等委員会・取締役会に報告するなど、コンプライアンス体制を強化

する。

③内部監査室は、各部門の業務プロセス等を監査し、不正の発見・防止とプロセ

スの改善に努める。

（2）取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する体制

取締役の業務執行に係る情報については、法令並びに社内規程の「文書管理

規程」に基づき適切に保存管理し、取締役、監査等委員がこれらの文書を閲覧

できるものとする。

（3）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①取締役は、それぞれの担当部署において、業務執行に係る種々のリスクの評

価・識別・監視の重要性を認識し、適切なリスク管理体制を整備する。

②取締役営業統括は、社内規程の「与信管理規程」を充実整備し運用する。

③当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発生又は発生が予測される場合は、

当該担当取締役は、直ちに代表取締役に報告する。代表取締役は必要に応じ代

表取締役を対策本部長とし、取締役営業統括及び管理担当取締役を副本部長と

する「リスク対策本部」を設置するとともに、顧問弁護士等を含む外部アドバ

イザーに相談し、損害の拡大を防止し損害を最小限に止める体制を整備する。

④内部監査室は、各部門におけるリスク管理状況も監査し、その結果を代表取締

役に報告する体制を整備する。

（4）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、

取締役の職務執行権限と責任を明確にし、取締役会において取締役の業務執行

状況の監督を行う。

取締役会の決定に基づく業務執行に関しては、幹部社員で構成する経営会議

において業務執行責任を明確にする体制とする。

― 9 ―

2021年10月25日 15時22分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



（5）監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人

に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員が職務を補助すべき使用人を必要とした場合、監査等委員の職務

を補助すべき使用人を置くものとする。

なお、監査等委員の職務を補助する使用人の人事異動及び評価については監

査等委員会の同意を得た上で決定することとし、取締役からの独立性を確保す

る。

（6）当社の取締役、監査等委員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当

社の監査等委員に報告するための体制その他の当社の監査等委員への報告に関

する体制

監査等委員は、取締役会、経営会議、その他の重要な意思決定会議に出席

し、取締役及び使用人から重要事項の報告を求めるほか情報の交換を行う。ま

た前記にかかわらず監査等委員はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に

対して報告を求めることができる。

（7）監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い

を受けないことを確保するための体制

情報提供者が不利益を被ることなく、違法や不適切な行為等を相談できるよ

うな経営陣から独立した窓口の設置等に努めて参ります。

（8）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い、又は債務の処理に係る

方針に関する事項

業務遂行上、第三者の意見や視点が必要と判断される案件については、コン

サルタントや弁護士等の外部専門家を積極的に活用し、検討を行っています。

これらにより生じる費用は、当社が負担しています。

（9）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員は、代表取締役と定期的に、監査上の重要課題について意見交換を

行う。

②監査等委員は、内部監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監

査室に調査を求める。

③監査等委員は、会計監査人と定期的に、情報の交換を行うとともに、必要に応

じて会計監査人に説明・報告を求める。
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2．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

内部統制につきましては、内部統制システムの整備及び運用状況のモニタリング

を実施し、取締役会がその内容を確認しております。改訂した業務の適正を確保す

るための体制の運用につきましては、コンプライアンスの徹底、監査等委員への報

告に関する体制強化の観点から、取締役、監査等委員及び全ての従業員が情報共有

するとともに、重要なリスクについて経営のマネジメントサイドの中で統制し、リ

スクの低減を図っております。

3．剰余金の配当等の決定に関する方針

株主還元については、業績の動向、財務状況、今後の事業展開等を総合的かつ長

期的に勘案して、持続的かつ安定的な配当に努めていきます。

当期の期末配当につきましては、2021年10月14日開催の当社取締役会において、

以下のとおり決議しております。

（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき37円50銭 総額80,577,750円

なお、中間配当金として１株につき12円50銭お支払いいたしておりますの

で、当期の年間配当金は１株につき50円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2021年11月26日

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2021年８月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 512,300 流 動 負 債 527,073

現 金 及 び 預 金 161,504 買 掛 金 3,294

売 掛 金 28,309 １年内返済予定の長期借入金 235,850

営 業 未 収 入 金 9,794 未 払 金 39,954

商 品 及 び 製 品 235,256 未 払 費 用 39,816

原材料及び貯蔵品 34,902 未 払 法 人 税 等 36,370

前 渡 金 25,436 未 払 消 費 税 等 16,914

前 払 費 用 17,647 前 受 金 82,381

そ の 他 6 預 り 金 1,156

貸 倒 引 当 金 △557 賞 与 引 当 金 1,789

圧縮未決算特別勘定 69,547

固 定 資 産 5,183,705 固 定 負 債 585,291

有 形 固 定 資 産 4,930,166 長 期 借 入 金 130,990

建 物 1,883,607 役員退職慰労引当金 12,516

構 築 物 97,495 受 入 保 証 金 212,972

機 械 及 び 装 置 279,205 資 産 除 去 債 務 222,284

車 両 運 搬 具 1,691 そ の 他 6,528

工具、器具及び備品 13,036

土 地 2,650,802 負 債 合 計 1,112,364

建 設 仮 勘 定 4,327 （純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,583,641

無 形 固 定 資 産 19,354 資 本 金 4,300

ソ フ ト ウ エ ア 14,279 資 本 剰 余 金 1,025,937

そ の 他 5,074 資 本 準 備 金 465,937

その他資本剰余金 560,000

投資その他の資産 234,185 利 益 剰 余 金 4,028,620

出 資 金 325 利 益 準 備 金 25,000

長 期 前 払 費 用 271 その他利益剰余金 4,003,620

敷金及び保証金 140,426 別 途 積 立 金 2,450,000

繰 延 税 金 資 産 93,162 繰越利益剰余金 1,553,620

自 己 株 式 △475,216

純 資 産 合 計 4,583,641

資 産 合 計 5,696,006 負債・純資産合計 5,696,006

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2020年９月１日から
2021年８月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

製 品 売 上 高 531,476

賃 貸 事 業 収 入 969,169 1,500,645

売 上 原 価

製 品 売 上 原 価 291,602

賃 貸 事 業 原 価 493,808 785,410

売 上 総 利 益 715,235

販売費及び一般管理費 402,405

営 業 利 益 312,830

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

助 成 金 収 入 30,483

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 13,437

そ の 他 1,743 45,664

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,477

為 替 差 損 57

そ の 他 5 1,540

経 常 利 益 356,954

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 240,539

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 122,915 363,454

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3,525

店 舗 閉 鎖 損 失 3,022

役 員 退 職 慰 労 金 99,333

圧 縮 未 決 算 特 別 勘 定 繰 入 額 69,547 175,429

税 引 前 当 期 純 利 益 544,980

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 90,143

法 人 税 等 調 整 額 △20,667

当 期 純 利 益 475,504

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2020年９月１日から
2021年８月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資
本剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2020年９月１日残高 564,300 465,937 － 465,937 25,000 2,450,000 1,131,836

事業年度中の変動額

減 資 △560,000 560,000 560,000

剰 余 金 の 配 当 △53,720

当 期 純 利 益 475,504

自己株式の取得

事業年度中の変動額合計 △560,000 － 560,000 560,000 － － 421,784

2021年８月31日残高 4,300 465,937 560,000 1,025,937 25,000 2,450,000 1,553,620

株主資本

純資産合計
利益剰余金合計 自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

2020年９月１日残高 3,606,836 △475,121 4,161,952 4,161,952

事業年度中の変動額

減 資 － －

剰 余 金 の 配 当 △53,720 △53,720 △53,720

当 期 純 利 益 475,504 475,504 475,504

自己株式の取得 △95 △95 △95

事業年度中の変動額合計 421,784 △95 421,689 421,689

2021年８月31日残高 4,028,620 △475,216 4,583,641 4,583,641

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

　 その他有価証券
時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

(2) たな卸資産
商品及び製品……移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

原材料及び貯蔵品……移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。

3. 引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。
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(2) 賞 与 引 当 金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度
に見合う分を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要
支給額を計上しております。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

（損益計算書関係）

　 前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「スクラップ

売却益」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立

掲記することとしております。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月

31日）を当事業年度から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を

記載しています。

（追加情報）

「新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り」

　 新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、ワクチン接種率の上昇に伴

い感染者数が減少してきたこと等により、2021年10月より全国的に緊急事態宣言

等の解除がなされたものの、今後の人流増加等により感染者数が再拡大する懸念

があり、依然として予断を許さない状況が続いているものと考えております。

　 今後の収束時期等を正確に予測することは困難な状況にありますが、2022年８

月期の一定期間にわたり影響が継続すると仮定し、固定資産の減損及び繰延税金

資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

（会計上の見積りに関する注記）

（賃貸・倉庫事業に係る固定資産の減損）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

　 賃貸・倉庫事業に係る有形固定資産 4,551,410千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項

　 当社の賃貸・倉庫事業に係る固定資産の減損の兆候の有無を把握するにあた

　 り、各物件を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位としてグルーピ

　 ングしております。
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　 各資産グループの固定資産は、減損の兆候があると認められた場合には、資

　 産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比

　 較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。その結果、割引前

　 将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判

　 断された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか

　 高い方の金額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上します。

　 割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおいては、翌事業年度の予算を基

　 礎として、各物件の稼働率、修繕等の計画を主要な仮定として織り込んでおり

　 ます。また、正味売却価額については、外部の専門家による不動産鑑定評価に

　 基づく評価額を利用しております。

　 当事業年度において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、賃貸

　 用倉庫については、影響は軽微であるとの仮定を置いておりますが、賃貸ホテ

　 ルについては、翌事業年度まで引続き影響を及ぼすものとの仮定を置いており

　 ます。

　 これらの仮定は、経済環境の変化や新型コロナウイルス感染症の状況等に

　 よって影響を受ける可能性があり、主要な仮定に見直しが必要となった場合に

　 は、翌事業年度の減損損失の認識の判定及び測定される減損損失の金額に重要

　 な影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

1． 有形固定資産の減価償却累計額 3,197,926千円

2． 担保に供している資産

建 物 528,343千円

構 築 物 2,461千円

土 地 1,981,725千円

合 計 2,512,530千円

上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 160,080千円

長期借入金 68,030千円

合 計 228,110千円
　
（株主資本等変動計算書に関する注記）

1.当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

　 普通株式 2,901,000株

2.自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 752,192 68 ― 752,260

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加68株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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3．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020 年 ９ 月 ８ 日
取 締 役 会

普通株式 26,860 12.50
2020年
８月31日

2020年
11月27日

2021 年 ４ 月 14 日
取 締 役 会

普通株式 26,860 12.50
2021年
２月28日

2021年
５月12日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度とな

るもの

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021 年 10 月 14 日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 80,577 37.50
2021年
８月31日

2021年
11月26日

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 たな卸資産評価損 18,875千円

賞与引当金 619千円

未払事業税 4,712千円

　 土地評価損 58,629千円

　 役員退職慰労引当金 4,330千円

資産除去債務 76,910千円

減価償却超過額 37,642千円

　 その他 3,780千円

　 小計 205,499千円

　 評価性引当額 △62,960千円

　 繰延税金資産合計 142,539千円

　 繰延税金負債

　 資産除去債務に対応する除去費用 △49,376千円

　 繰延税金負債合計 △49,376千円

　 繰延税金資産純額 93,162千円
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（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取り組み方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達し

ております。デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目

的とし、仕入コストの安定化のために実施することとしており、投機的な取

引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにその管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、回収

遅延債権については、定期的に各担当役員へ報告され、個別に把握及び対応

を行う体制としております。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。一

部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

短期借入金は、変動金利によるもので、金利の変動リスクに晒されており

ます。また、長期借入金のうち、固定金利によるものについては、金利の変

動リスクには晒されておりません。変動金利によるものについては、金利の

変動リスクを回避するため金利の状況を把握し、継続的に見直しをしており

ます。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定において

は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項

2021年８月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

(1)現金及び預金

(2)売掛金

貸倒引当金（※1）

161,504

28,309

△557

161,504 ―

27,751 27,751 ―

資産計 189,256 189,256 ―

(3)買掛金

(4)長期借入金

3,294

366,840

3,294

366,644

―
△195

負債計 370,134 369,938 △195

(※1)売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。
(注) １．金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)買掛金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価が帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。

(4)長期借入金
１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．その他
　 上記以外の貸借対照表に計上されている金銭債権・債務については、総資産に対する重要

性が乏しいため、注記を省略しております。
３．金銭債権の決算日後の償還予定額

1年以内

（千円）

1年超5年以内

（千円）

5年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金

売掛金

161,504

28,309

―
―

―
―

―
―

合計 189,813 ― ― ―

４．長期借入金の決算日後の返済予定額

1年以内

（千円）

1年超2年以内

（千円）

2年超3年以内

（千円）

3年超4年以内

（千円）

4年超5年以内

（千円）

5年超

（千円）

長期借入金 235,850 130,990 ― ― ― ―
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（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

1. 賃貸等不動産の概要

当社は、大阪府及びその他の地域において、賃貸用の倉庫（土地を含む）等を

有しております。

2. 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算

日における時価及び当該時価の算定方法
（単位：千円）

貸借対照表計上額
当事業年度末

における時価
当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

4,390,153 △333,257 4,056,896 5,002,272

（注）1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
　 2. 時価の算定方法

当事業年度末における時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑
定評価書に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であ
ります。

3. 賃貸等不動産に関する損益

　 当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、442,351千円であります。賃貸収益は売

上高に、賃貸費用は主に、減価償却費、租税公課等であり売上原価に計上され

ております。

（関連当事者との取引に関する注記）

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任

取引の内容
取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子会社
オーアンド
ケイ㈱

大阪府
泉北郡
忠岡町

10,000
服飾事業
賃貸・倉庫事業

直接
100.00

兼任
1名

商品の売上 7,223 ― ―

（注）1.当事業年度において、オーアンドケイ株式会社は当社を存続会社とする吸収合併により消滅し
　 ております。そのため、取引金額は、関連当事者であった期間の取引金額を集計しております。

2.上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 2,133円18銭

2. １株当たり当期純利益 221円29銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年10月14日

株式会社カワサキ
取締役会 御中

仰 星 監 査 法 人

大 阪 事 務 所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 田 篤

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 池 上 由 香

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カワサキの2020年９月１

日から2021年８月31日までの第50期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2020年９月１日から2021年８月31日までの第50期事業年度における取締役の

職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、
会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び重
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認

められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の遂行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人仰星監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年10月21日
株式会社カワサキ 監査等委員会

監 査 等 委 員 明 松 優

監 査 等 委 員 逵 俊一郎

監 査 等 委 員 小 西 勝

(注)監査等委員明松優、逵俊一郎及び小西勝は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に定め
る社外取締役であります。

　 以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 監査等委員以外の取締役２名選任の件

監査等委員以外の取締役（以下、本議案において「取締役」といいます。）全員

（２名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役２名の選任

をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案については、監査等委員会から全ての取締役候補者について適任

である旨の意見を得ております。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１ 川
かわ

崎
さき

久
ひさ

典
のり

(1973年１月29日)

1995年４月 中小企業金融公庫
　 （現㈱日本政策金融公庫）入庫
2000年４月 当社入社
2000年８月 オーアンドケイ㈱
　 代表取締役社長
2003年11月 当社取締役
2015年８月 当社退社
2019年10月 当社入社
　 当社社長室室長
2020年11月 当社取締役
2021年６月 当社代表取締役（現任）
　 現在に至る

139,000株

２
檪
いちのき

智
さと

士
し

　

(1967年２月１日)

1985年６月 当社入社
2003年１月 当社専門店部部長

（現営業統括）(現任）
2009年11月 当社取締役（現任）

現在に至る

16,300株

（注）各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了と

なりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じま
す。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　 監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１

※
明 松
か が り

英
ひ で ゆ き

之

(1983年11月７日)

2007年12月 有限責任あずさ監査法人入所
2014年10月 明松英之公認会計士事務所開設
　 同事務所代表（現任）
　 現在に至る

0株

２

※
逵
つじ

吉
よ し た か

隆

(1969年６月８日)

1992年４月 逵登記測量事務所入所（現任）
1995年12月 司法書士登録
　 現在に至る

0株

３
小
こ に し まさる

西 勝

(1974年１月25日)

1996年４月 カツヤマキカイ㈱ 入社
2001年７月 大阪社労士事務所 入所
2003年７月 社会保険労務士 登録

総合事務所ネクスト（現 エアーズ社
会保険労務士法人）設立
同事務所代表（現任）

2017年11月 当社取締役(監査等委員)(現任)
　 現在に至る

300株

（注）1.※は新任の監査等委員である取締役候補者であります。
　 2.各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

3.明松 英之氏、逵 吉隆氏、小西 勝氏は社外取締役候補者であります。
4.明松 英之氏は公認会計士の資格を有しております。財務及び会計に関し相当程度の知見があ
り、幅広い知識と見識を有しておられ、それらを当社の監査業務に活かしていただけるものと
判断し、社外取締役候補者といたしました。同氏は、過去に、直接会社経営に関与した経験は
ありませんが、上記理由から当社社外取締役に適任であると判断し、選任をお願いするもので
あります。

5.逵 吉隆氏は司法書士の資格を有しております。法律に関し相当程度の知見があり、幅広い知
識と見識を有しておられ、それらを当社の監査業務に活かしていただけるものと判断し、社外
取締役候補者といたしました。同氏は、過去に、直接会社経営に関与した経験はありません
が、上記理由から当社社外取締役に適任であると判断し、選任をお願いするものであります。

6.小西 勝氏は社会保険労務士の資格を有しております。労務に関し相当程度の知見があり、幅
広い知識と見識を有しておられ、それらを当社の監査業務に活かしていただけるものと判断
し、社外取締役候補者といたしました。同氏は、過去に、直接会社経営に関与した経験はあり
ませんが、上記理由から当社社外取締役に適任であると判断し、選任をお願いするものであり
ます。

7.当社は、明松 英之氏、逵 吉隆氏が監査等委員である取締役に就任した場合、会社法第427
条第１項に基づく責任限定契約を締結する予定であり、当該契約に基づく監査等委員である取
締役の責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。

8.当社は、小西 勝氏が監査等委員である取締役に就任した場合、会社法第427条第１項に基づ
く責任限定契約を継続する予定であり、当該契約に基づく監査等委員である取締役の責任の限
度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。

9.小西 勝氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は、本総
会終結の時をもって４年であります。
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第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くこととなる場合に備え、予
め補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　 補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

明
か が り

松 優
ゆたか

(1953年８月11日)

1986年７月 公認会計士 明松優事務所開設
　 同事務所代表（現任）
1995年９月 日新インダストリー㈱監査役

(現任）
2003年11月 当社監査役
2010年６月 大阪工機㈱（現 ㈱Ｃｏｍｉｎｉｘ)

監査役（現任）
2015年11月 当社取締役(監査等委員)(現任)

現在に至る

10,600株

（注）1.補欠の監査等委員である取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.明松 優氏は補欠の社外取締役候補者であります。
3.明松 優氏は公認会計士の資格を有しております。財務及び会計に関し相当程度の知見があ
り、幅広い知識と見識を有しておられ、それらを当社の監査業務に活かしていただけるものと
判断し、社外取締役候補者といたしました。同氏は、過去に、直接会社経営に関与した経験は
ありませんが、上記理由から当社社外取締役に適任であると判断し、選任をお願いするもので
あります。

4.当社は明松 優氏が監査等委員である取締役に就任した場合、明松 優氏との間で会社法第
427条第１項に基づく責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく監査等委員
である取締役の責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。

5.明松 優氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は、本総
会終結の時をもって６年であります。

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

監査等委員である取締役 明松 優氏及び逵 俊一郎氏は、本総会終結の時をも
って任期満了により退任されますので、在任中の功労に報いるため、当社の定め
る一定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈したいと存じます。その
具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査役在任期間を含め監査等委員である取
締役の協議にご一任願いたいと存じます。

本議案については、監査等委員会において検討がなされ、相当であると判断さ
れました。
退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

明
か が り

松 優
ゆたか 2003年11月 当社監査役

2015年11月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

逵
つじ

俊一郎
しゅんいちろう 2006年11月 当社監査役

2015年11月 当社社外取締役(監査等委員)(現任)

以 上
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泉大津駅

正木美術館

臨海線

新浜東交差点

岸和田自動車教習所

大津川

当 社

阪
神
高
速
４
号
湾
岸
線

泉大津

岸和田北

忠岡駅

Ｎ

南
海
本
線

株主総会会場ご案内図

会場 大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

　 当社 ６階ホール（カワサキプラザ）

　 電話番号（072）439-8011

交通 ◎南海本線「泉大津」駅からタクシーにご乗車ください。

　 「忠岡町新浜の㈱カワサキ」とご指示ください。

　 ◎阪神高速道路４号湾岸線の岸和田北出口すぐ(駐車場有)
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